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証券コード　2425

平成27年６月５日

株 主 各 位

東京都大田区大森北一丁目２番３号

株 式 会 社 ケ ア サ ー ビ ス
代表取締役社長 福 原 敏 雄

第24回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、当社第24回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますの

で、ご出席くださいますようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成27年６月20日（土曜日）

午後６時までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具

記

１．日 時 平成27年６月22日（月曜日）午前10時

２．場 所 東京都大田区大森北一丁目６番16号

大森 東急ＲＥＩホテル（旧名称：大森東急イン）

　５階　「フォレストルーム」

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照くださいますよう

お願い申し上げます。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 第24期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）事業

報告及び計算書類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申し上げます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット

上の当社ウェブサイト（アドレス 　http://www.care.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当事業年度におけるわが国の経済は、政府、日銀による金融緩和政策の推

進によって、企業収益や雇用環境の改善傾向が鮮明に見られる一方で、欧州

や新興国をはじめとする海外経済の減速や消費税増税前の駆け込み需要の

反動や物価上昇の影響から、景気の先行きは依然として不透明な状況が続い

ております。

　介護業界におきましては、国内の高齢化が進む中、介護サービス受給者数

及び介護給付費が増加し、介護サービスの需要は高まっております。その一

方で、介護サービスを提供するために必要な有資格者をはじめとした人材の

確保が、引き続き大きな経営課題となっております。また、介護サービス事

業者にとって、平成26年４月に実施された消費税率の引上げに伴い控除対象

外消費税額等が増加し、費用面での影響を受けております。

　このような状況の下、当社は平成27年４月より施行された介護保険法改正

以後の介護業界の変化を見据えた戦略の見直しを継続的に実施し、既存事業

の強化及び業務効率化を目的とした体制強化と先行投資を実施いたしまし

た。

　また、平成26年12月には本社機能を東京都大田区のJR大森駅徒歩１分の立

地に移転いたしました。執務フロアを拡張したことで、同一フロアに本社機

能と事業本部機能を集約し迅速な意思決定が可能となりました。さらに、本

社フロアの半分を採用、会議、座学での教育に特化したスペースとして、ま

た、東京都大田区新蒲田の旧本社のスペースを現場におけるサービスの質の

維持・向上を目的とした実務研修センターとして、長期的な持続的成長に向

け、整備いたしました。

　介護事業におきましては、引き続き東京23区を中心としたドミナントエリ

ア拡充に向けて、店舗展開を推進してまいりました。当事業年度において

も、平成26年４月に「デイサービスセンター吉祥寺」を東京都武蔵野市に、
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平成26年６月に「居宅支援永福」を杉並区に、平成27年２月には「デイサー

ビスセンター豊町」を品川区に開設いたしました。また、「配食池上センタ

ー」を平成26年６月に大田区に開設し、近隣の自社デイサービスに対して自

社専属の管理栄養士監修の下、健康・栄養に配慮した、おいしい昼食の提供

を開始いたしました。

　さらに厚生労働省が推し進めている地域包括ケアシステム構築の一環と

して、大田区の同一建物内にデイサービスとショートステイの事業所を開設

し、平成26年12月にデイサービスセンター西蒲田、平成27年１月にはショー

トステイ西蒲田として営業を開始いたしました。当社のショートステイ、デ

イサービス、訪問介護、訪問入浴の各サービスと地域の医療機関等が連携

し、地域における「泊まり」、「通い」、「訪問」を備えた包括的な介護体

制の構築を進めております。

　なお、今後の介護業界の変化を見据え、売上を落とすことなく、事業所運

営の効率化及びサービスの質を向上させる観点から、来期においてデイサー

ビス３事業所、訪問入浴２事業所、訪問介護１事業所の統合を予定しており

ます。引き続きドミナント戦略を展開していく中で、お客様のニーズと事業

所の運営効率を考え、さらなる事業所統合及び新規事業所開設を検討してま

いります。これら事業所の統合に伴い、事業所閉鎖損失引当金繰入額18百万

円を特別損失として計上することとなりました。

　エンゼルケア事業におきましては、主力のエンゼルケアサービスは堅調に

推移しております。しかしながら、遺品整理やリフォームを行うハウスクリ

ーンサービスにおいて、同業他社との価格競争の激化により、受注率が低下

しました。

　サービス付き高齢者向け住宅事業におきましては、地域に根差した営業展

開と入居者の獲得を続けておりますが、平成26年11月に埼玉県草加市に開設

したフォーライフ草加における早期の高稼働を目的とした一時的な広告宣

伝費の増加により、販売費及び一般管理費が増加いたしました。

　以上の結果、売上高7,623百万円（前年同期比3.8％増）となりました。損

益面では、営業利益は118百万円（同47.0％減）、経常利益は116百万円（同

46.8％減）、当期純利益は40百万円（同65.3％減）となりました。
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事業部門別の状況は次のとおりであります。

事 業 部 門

前 事 業 年 度

(自 平成25年４月１日

至 平成26年３月31日)

当 事 業 年 度

(自 平成26年４月１日

至 平成27年３月31日)

増 　 　 減

売　上　高 構成比 売　上　高 構成比 金　額 増減率

（千円） （％） （千円） （％） （千円） （％）

介 護 事 業 5,356,819     73.0 5,594,728     73.4 237,908   4.4

エンゼルケア事業 1,602,108     21.8 1,621,255     21.3 19,146     1.2

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向

け 住 宅 事 業
383,143     5.2 407,118     5.3     23,974     6.3

合 計 7,342,071 100.0 7,623,102 100.0 281,030     3.8

②　設備投資の状況
当事業年度の設備投資の総額は155百万円で、主なものはデイサービス

施設の出店及び改修工事であります。

③　資金調達の状況
当事業年度は、自己資金により所用資金を賄いましたので、特別な資金

調達は行っておりません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　　該当事項はございません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はございません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の
承継の状況

　該当事項はございません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得もしくは処分
の状況

　該当事項はございません。
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第 21 期

(平成24年３月期)
第 22 期

(平成25年３月期)
第23期

(平成26年３月期)

第24期
(平成27年３月期)
(当事業年度)

売 上 高(千円) 6,581,193 6,912,441 7,342,071 7,623,102

経 常 利 益(千円) 352,522 389,409 219,110 116,568

当 期 純 利 益(千円) 138,922 244,987 117,095 40,668

１株当たり当期純利益( 円 ) 13,230.71 23,332.16 56.90 20.42

総 資 産(千円) 2,891,289 3,118,721 3,193,665 2,839,749

純 資 産(千円) 852,313 1,076,348 1,116,950 1,125,791

（注）平成25年７月１日付で、普通株式１株につき200株の株式分割を行ってお

り、第23期の１株当たり当期純利益については、株式分割が当該期首に行

われたものとして算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

　  該当事項はございません。

②　重要な子会社の状況

該当事項はございません。

(4) 対処すべき課題

　介護関連ビジネス市場は引き続き成長が予想されますが、既存介護事業者

の台頭に加え、他業種からの新規参入が引き続き増加傾向にあることによ

り、競争は激化していくと考えられます。また、平成27年4月より施行され

た介護保険法改正により、市場環境は大きく変化することが予想されてお

り、介護事業者は戦略の見直しが迫られております。

　当社においては、このような経営環境に対応し、事業の活性化を図ってま

いります。また、営業収益を確保すべく、ドミナント戦略の推進により生み

出された各介護サービス間のシナジー効果を十分に活用してまいります。

さらに人口密度が高く、効率性の良い東京23区における拠点の展開を継続

し、積極的にドミナントエリアを拡充してまいります。しかしながら、新規

事業所出店においては、サービスの質と高い収益性が確保できるかを見極め

て進めてまいります。既存事業においては、収益性の改善のために効率的な

事業所運営と経費削減に取り組むことが重要な課題と考えております。
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　また、優秀な従業員の育成・定着のために、環境の変化に即した人事制度

への変更、採用・研修機能の強化を推し進めております。賃金制度につきま

しては、引き続き従業員の生活向上を目指し、従業員の年収向上、ひいては

雇用の安定に努めてまいります。さらに、従業員の定年を60歳から65歳に引

き上げ、ノウハウと経験を持った人材が引き続き当社で活躍できる環境を整

備しております。また、平成26年12月の本社移転によって、採用、教育及び

実務研修のスペースを拡充いたしました。専門職採用の強化に加え、新卒採

用では大学生だけでなく、高校生、専門学校生まで間口を広げ採用活動を行

っております。その結果、若くて優秀な人材に長期的な視点で実務能力の向

上を目的とした育成が可能となりました。

　介護事業におきましては、認知症や機能訓練への対応など専門性の高い介

護領域の強化を図ります。また、主力のデイサービスにおいては、質の高い

サービスを提供するために業務標準である「Ａタイプ」をすべての事業所に

おいて早急に展開し、サービスレベルの底上げを図ることで、稼働率の向上

に努めてまいります。

　エンゼルケア事業におきましては、各地域の優良な互助会及び葬儀社と構

築した良好な関係の維持・発展を図り、営業基盤の充実を図ってまいりま

す。幅広くお客様のご要望にお応えするために、社内研修による、資格・認

定制度により、スペシャリストの育成と技術の向上に一層努めてまいりま

す。また、受注率の向上に向けたエリア内事業所の細分化を図り、効率化を

進めてまいります。

　サービス付き高齢者向け住宅事業におきましては、地域に根差した営業展

開を継続し、「終の棲家」としての看取り介護を実施することで、入居者と

ご家族にご安心頂ける施設の運営を図ってまいります。

　今後、当社の介護ビジネスを含めたライフエンディング産業の事業拡大に

備えて、それぞれの業務の標準化・効率化を推し進めるとともに、有機的な

連携を図ることのできる仕組みの構築を目指してまいります。また、内部統

制の整備を通して、社会からさらに厚い信頼を得ることができるよう努めて

まいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層のご理解とご支援を賜り

ますよう、よろしくお願い申し上げます。
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(5) 主要な事業内容（平成27年３月31日現在）

部 門 主 要 サ ー ビ ス

介 護 事 業 部 門

通所介護サービス、認知症対応型通所介護サービス、訪問入浴サ
ービス、訪問介護サービス、居宅介護支援サービス、福祉用具貸
与サービス、特定福祉用具販売サービス、短期入所生活介護サー
ビス、配食サービス及びこれらの介護予防サービスを提供してお
ります。

エンゼルケア事業部門
湯灌サービス、ＣＤＣサービス、ハウスクリーンサービスを提供
しております。

サービス付き高齢者向け
住 宅 事 業 部 門

サービス付き高齢者向け住宅の管理運営並びに特定施設入居者生
活介護サービス及び介護予防特定施設入居者生活サービスを提供
しております。

(6) 主要な事業所（平成27年３月31日現在）

区 分 所 在 地

本 社 ○事務所（東京都大田区）

介 護 事 業

○デイサービス
（東京都：大田区９、杉並区７、世田谷区６、板橋区３、足立区３、
品川区３、目黒区２、葛飾区２、北区３、練馬区２、江東区１、　
墨田区２、荒川区１、豊島区１、江戸川区２、西東京市１、

　三鷹市１、武蔵野市１）
（新潟県：新潟市１）
○認知症対応型デイサービス
（東京都：大田区２、文京区１、杉並区１）
○訪問入浴
（東京都：大田区３、杉並区２、世田谷区１、品川区１、豊島区１、
板橋区１、練馬区１、足立区１）

（横浜市：港北区１、南区１、鶴見区１）
○訪問介護
（東京都：大田区４）
○居宅介護支援
（東京都：大田区２、板橋区２、世田谷区３、杉並区２、足立区１）
（新潟県：新潟市１）
○福祉用具貸与・特定福祉用具販売
（東京都：大田区１）
○短期入所生活介護
（東京都：大田区１）
○配食サービス
（東京都：大田区１）

エンゼルケア事業

○湯灌サービス
 (山形県１、福島県１、新潟県３、茨城県１、東京都２、神奈川県３、
埼玉県１、千葉県４、静岡県１、愛知県１）

○ＣＤＣサービス
（東京都１、神奈川県１）
○ハウスクリーンサービス
（東京都１）

サービス付き高齢者
向 け 住 宅 事 業

○サービス付き高齢者向け住宅（特定施設入居者生活介護）
（埼玉県：さいたま市３、草加市１）

－ 7 －
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(7) 従業員の状況（平成27年３月31日現在）

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

782名 67名増 37.4歳 4.8年

（注）　上記従業員のほか、526名の臨時従業員が在籍しております。

(8) 主要な借入先の状況（平成27年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 351百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 210

株 式 会 社 東 京 都 民 銀 行 69

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 46

株 式 会 社 横 浜 銀 行 16

(9) その他会社の現況に関する重要な事項

　該当事項はございません。
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２．株式の状況（平成27年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 5,760,000株

(2) 発行済株式の総数 2,100,000株(自己株式120,000株を含む)

(3) 株　　主　　数 967名

(4) 大　株　主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

有 限 会 社 友 愛 831,400株 41.99％

福 原 俊 晴 271,100 13.69

ケ ア サ ー ビ ス 従 業 員 持 株 会 84,000 4.24

渡 辺 栄 治 51,400 2.60

市 村 　 司 50,000 2.53

東 京 海 上 日 動 火 災 保 険 株 式 会 社 48,000 2.42

楠 田 　 卓 18,600 0.94

王 剛 15,100 0.76

楠 本 秀 作 12,800 0.65

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 12,300 0.62

 (注) １．自己株式（120,000株）は上記大株主からは除いております。
      ２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況

該当事項はございません。

－ 9 －

株式の状況、新株予約権等の状況
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４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（平成27年３月31日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 福 原 敏 雄

常務取締役常務執行役員 富 澤 政 信 第一事業本部長

取 締 役 執 行 役 員 小 　 林 　 航 太 郎  第三事業本部長

取 締 役 執 行 役 員 石 崎 利 生  社長補佐 兼 サポートセンター長

取 締 役 執 行 役 員 福 原 俊 晴  経営企画部門長

常 勤 監 査 役 太 　 田 　 健 太 郎

監 査 役 藤 好 優 臣  藤好公認会計士事務所　代表

監 査 役  　 田 　 由 美 子 株式会社古田土経営　専務取締役

（注) １.監査役藤好優臣及び監査役田由美子の両氏は、社外監査役であります。
監査役藤好優臣氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当な知
見を有しております。

　　　２.当社は、監査役藤好優臣及び監査役田由美子の両氏を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　３.平成26年６月23日開催の第23回定時株主総会において、取締役石崎利生氏及び取締役福
原俊晴氏は、それぞれ選任され、就任いたしました。

　　　４.当社は、平成26年５月15日に開催された取締役会において、執行役員制度の導入を決議
し、平成26年６月23日に開催された取締役会において、執行役員の選任及び役付執行役
員の選定を行い、それぞれ就任いたしました。

　　　５.取締役を兼務しない執行役員は次のとおりであります。

役 名 氏 名 職 名

執 行 役 員 三 浦 裕 二 第二事業本部長

(2) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 ７名 72百万円

監 査 役 ３ 14

合 計 10 87

 (注) １．取締役の報酬限度額は、平成14年６月27日開催の第11回定時株主総会において年額150
百万円以内と決議いただいております。

２．監査役の報酬限度額は、平成14年６月27日開催の第11回定時株主総会において年額50
百万円以内と決議いただいております。

３．当事業年度末の取締役の員数は５名、監査役の員数は３名であります。上記の取締役
の員数と相違しておりますのは、平成26年３月31日をもって辞任により退任した取締
役大瀧裕司氏、同じく平成26年３月31日をもって辞任により退任した取締役岩原満氏
を含んでいるためであります。

４. 上記支給額のうち、社外監査役２名の報酬は６百万円であります。
５．当社は、平成18年８月31日の取締役会決議により、過年度在任期間を含め、今後、退

任役員に対し退職慰労金を支給しないことを決定し、これに伴い「役員退職慰労金規
程」も廃止しております。

－ 10 －

会社役員の状況
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(3) 社外役員に関する事項

 　　 監査役　藤好優臣氏

 　　①　他の法人等との兼職状況及び当社と当該法人等との関係

  監査役藤好優臣氏は、藤好公認会計士事務所の代表を兼務しておりま

す。藤好公認会計士事務所と当社は、取引その他特別な関係はございませ

ん。

 　　②　当事業年度における主な活動状況

  当事業年度開催の取締役会25回のうち15回に出席し、取締役や幹部社員

の職務執行状況を確認し、必要に応じて発言を行っております。当事業年

度開催の監査役会11回のうち11回に出席し監査体制の強化を図るべく、特

に、公認会計士及び税理士として、専門的見地からの発言を行っておりま

す。

 　　③　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はございません。

監査役　田由美子氏

 　　①　他の法人等との兼職状況及び当社と当該法人等との関係

  監査役田由美子氏は、株式会社古田土経営の専務取締役を兼務してお

ります。当社は、株式会社古田土経営の関連法人の税理士法人古田土会計

に税務申告書の作成代行を委託しております。その他特別な関係はござ

いません。

 　　②　当事業年度における主な活動状況

  当事業年度開催の取締役会25回のうち14回に出席し、取締役や幹部社員

の職務執行状況を確認し、必要に応じて発言を行っております。当事業年

度開催の監査役会11回のうち10回に出席し監査体制の強化を図るべく、特

に、経営コンサルタント及び社会保険労務士としての経験を活かした、有

用な助言を行っております。

 　　③　責任限定契約の内容の概要

　該当事項はございません。

－ 11 －

会社役員の状況
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　　　　　　　　　　　京都監査法人

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 19百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

19百万円

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基

づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はございません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に該当すると認められると

き、または当社にとってより適切な監査体制の整備が必要と判断されるとき

には、会計監査人を解任または不再任とするための法令に定められた手続き

をとる方針であります。

（注）「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月
１日に施行されたことに伴い、会計監査人の解任又は不再任に関する議案の
決定機関を、取締役会から監査役会に変更しております。なお、上記には当
事業年度中における方針を記載しております。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はございません。

－ 12 －

会計監査人の状況
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６．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制　

その他の会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は、

以下のとおりであります。

(1)　取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　取締役及び従業員が業務執行において遵守すべき事項を定める「企業理

念」、「行動指針」及びそれに基づく日々の行動目標を記した「ケアサービ

スフィロソフィ」の改定をし、取締役及び従業員へ周知徹底を図り企業倫理

及び遵法精神に基づく企業行動の徹底を図っております。なお、「ケアサー

ビスフィロソフィ」は、法令や社会環境等の変化に応じ、随時これを見直し

てまいります。

　内部監査部門は、「内部監査規程」に基づき、経営全般にわたる管理、運

営の制度及び業務の遂行状態の適正性と効率性について内部監査を行って

おります。内部監査に関する事項は、代表取締役社長がこれを行っておりま

す。

　また、内部統制チームにより、内部統制システムの精度を高めることによ

り、内部統制の4つの目的である「業務の有効性」「財務報告の信頼性」「法

令遵守」「資産の保全」の整備、運用を行い、不正や誤謬防止に努めており

ます。

(2)　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る記録及び各取締役

が職務権限規程に基づいて決裁した文書その他取締役の職務の執行に係る

情報を適正に記録し、法令及び「文書管理規程」等に基づき、定められた期

間保存しております。

(3)　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　当社の業務遂行上発生するリスクについては災害時を含む様々な行動基

準及び各種業務マニュアルにおいて、その発生時における対応を定め、ま

た、ボイスメール（音声メール）にて緊急連絡体制を敷き、損失の極小化を

図っております。

　経営戦略に関する意思決定など経営判断に関するリスクについては、取締

役会等において充分に議論を尽くし、かつ、必要に応じ外部専門家の意見を

徴し、意思決定を行っております。

－ 13 －
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(4)　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は月に１回定時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、法

令、定款及び「取締役会規程」等に定める事項について、機動的に意思決定

を行っております。

　当社の業務執行上の意思決定は、「取締役会規程」等に定める事項を除

き、「職務権限規程」に定める職務権限及び手続きに従って行っておりま

す。

(5)　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する体制

　当社は、監査役が必要とした場合、監査役を補助する従業員を置くものと

し、その人選については監査役との間で協議するものとします。

(6)　監査役の職務を補助すべき従業員の取締役からの独立に関する事項

　監査役の職務を補助すべき従業員の任命、異動、評価及び懲戒について

は、事前に常勤監査役に報告し、了承を得たうえで行うものとします。

(7)　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席いたしております。「稟議規

程」によって決裁された起案文書は、すべて監査役に回付されます。

　監査役は、必要に応じて取締役及び従業員から報告を求めることができ、

取締役及び従業員は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見し

た場合には、直ちに監査役に報告いたします。

(8)　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　内部監査部門は、監査の方針・計画等について監査役と事前協議を行い、

また監査に関する情報交換を行う等、監査役と緊密に連携しております。

(9)　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方とその整備状況

　当社は、社会秩序や市民生活の安全を脅かす反社会的勢力及び団体とは

一切関係を持たず、さらに反社会的勢力及び団体からの要求を断固拒否し、

これらと関係のある企業・団体・個人とは、いかなる取引も行わない方針を

堅持しております。

　代表取締役が命ずる者は、警察及び関連団体等との連携に努めており、引

き続き反社会的勢力排除のための社内体制の整備・強化を進めております。

－ 14 －

業務の適正を確保するための体制、会社の支配に関する基本方針



2015/05/25 13:29:17 / 14065450_株式会社ケアサービス_招集通知

７．会社の支配に関する基本方針

　該当事項はございません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は、企業価値の継続的向上を図るとともに、株主に対する利益還元を経

営上の重要な課題として位置付けております。剰余金の配当等の決定につき

ましては、中長期的な事業計画に基づき、設備投資及び再投資のための内部資

金を確保しつつ、株主に対する安定的な配当を実施することを基本方針として

おります。

－ 15 －
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貸　借　対　照　表
（平成27年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

工 具 、 器 具 及 び 備 品

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

リ   ー  ス   資    産

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

1,904,815

592,709

1,162,064

316

5,525

82,065

58,257

4,173

△296

934,934

396,085

335,379

0

39,393

16,944

4,367

141,436

12,667

125,378

3,390

397,412

1,047

10

17,993

449

15,856

39,602

298,468

25,072

△1,088

流 動 負 債 1,033,250

買 掛 金 137,396

一年内返済予定の長期借入金 230,544

リ ー ス 債 務 51,268

未 払 金 80,546

未 払 費 用 253,673

未 払 法 人 税 等 27,147

未 払 消 費 税 等 36,877

預 り 金 19,776

前 受 収 益 14,276

賞 与 引 当 金 122,279

事業所閉鎖損失引当金 19,477

そ の 他 39,987

固 定 負 債 680,708

長 期 借 入 金 464,450

リ ー ス 債 務 106,220

退 職 給 付 引 当 金 76,044

そ の 他 33,993

負 債 合 計 1,713,958

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,125,650

資 本 金 205,125

資 本 剰 余 金 138,075

資 本 準 備 金 138,075

利 益 剰 余 金 874,226

そ の 他 利 益 剰 余 金 874,226

繰 越 利 益 剰 余 金 874,226

自 己 株 式 △91,776

評 価 ・ 換 算 差 額 等 140

その他有価証券評価差額金 140

純 資 産 合 計 1,125,791

資 産 合 計 2,839,749 負 債 純 資 産 合 計 2,839,749

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 16 －
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損　益　計　算　書

（平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 7,623,102

売 上 原 価 6,576,571

売 上 総 利 益 1,046,530

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 927,899

営 業 利 益 118,631

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 488

自 動 販 売 機 収 入 1,895

受 取 賃 貸 料 1,802

受 取 手 数 料 1,616

受 取 保 険 金 1,036

そ の 他 3,468 10,308

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,788

事 務 所 移 転 費 用 2,408

和 解 金 2,200

そ の 他 974 12,370

経 常 利 益 116,568

特 別 損 失

事 業 所 閉 鎖 損 失 引 当 金 繰 入 額 18,740 18,740

税 引 前 当 期 純 利 益 97,827

法 人 税 等 57,935

法 人 税 等 調 整 額 △775 57,159

当 期 純 利 益 40,668

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計その他利益剰余金
利益剰余金合計

資本準備金 資本剰余金合計 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 205,125 138,075 138,075 829,295 829,295 △55,584 1,116,911

会計方針の変
更による累積
的 影 響 額

25,556 25,556 25,556

会計方針の変更
を反映した当期
首 残 高

205,125 138,075 138,075 854,852 854,852 △55,584 1,142,468

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △21,294 △21,294 △21,294

当 期 純 利 益 40,668 40,668 40,668

自己株式の取得 △36,192 △36,192

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

当期変動額合計 － － － 19,374 19,374 △36,192 △16,817

当 期 末 残 高 205,125 138,075 138,075 874,226 874,226 △91,776 1,125,650

評価・換算差額等

純 資 産 合 計その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 38 38 1,116,950

会計方針の変
更による累積
的 影 響 額

25,556

会計方針の変更
を反映した当期
首 残 高

38 38 1,142,506

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △21,294

当 期 純 利 益 40,668

自己株式の取得 △36,192

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額(純 額)

101 101 101

当期変動額合計 101 101 △16,715

当 期 末 残 高 140 140 1,125,791

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品　　　　　　　　　　　　　　　先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品　　　　　　　　　先入先出法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下

げの方法により算定）

３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く） 定率法

　主な資産の耐用年数

建物　　　　　　　　10～15年

工具器具備品　　　　４～８年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く） 　自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。

(3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場合は残価保証額）

とする定額法を採用しております。

(4) 長期前払費用　　　　　　　　　　均等償却

４．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金　　　　　　　　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金　　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金　　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務の見込額に基づき、当期末において発

生していると認められる額を計上しております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を

当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　　　　　　　　　　　　　　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異及び過去勤務費用については、

その発生時に一括費用処理しております。

(4) 事業所閉鎖損失引当金　　　　　　　事業所の閉鎖に伴い発生する費用の支出に備える

ため、閉鎖費用の見込額を計上しております。
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５．消費税等の会計処理

税抜方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税は、発生事業年度の期間

費用として処理しております。

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職

給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第25号　平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という。）を当事業年度

より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属

方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を割引率決定の基礎と

なる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給

付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用す

る方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱

いに従って、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に

伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。

　この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が39,709千円減少し、繰越利益剰余金が

25,556千円増加しております。なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽

微であります。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　754,728千円

２．有形固定資産の減損損失累計額　　　　　　　　　　　  9,591千円

３. 有形固定資産の取得価額から保険差益額1,969千円が控除されております。

（損益計算書に関する注記）

　売上原価に含まれる労務費から補助金相当額である介護職員処遇改善加算を控除して計上

しております。なお、控除額は81,339千円であります。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度末日における発行済株式の総数

　　　　  普通株式　　　　2,100,000株

２．当事業年度末日における自己株式の総数

　　　　　普通株式　　　　  120,000株

３．剰余金の配当に関する事項

（1）配当金支払額

決 議 株 式 の 種 類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配
当 額 ( 円 )

基 準 日 効 力 発 生 日

平成26年６月23日
定 時 株 主 総 会

普 通 株 式 21,294 10.5 平成26年3月31日 平成26年6月24日

（2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

決 議 予 定 株式の種類
配当金の総額

(千円)
配当の
原資

１ 株 当 た
り 配 当 額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成27年6月22日
定 時 株 主 総 会

普通株式 22,770
利益剰
余 金

11.5 平成27年3月31日 平成27年6月23日

（税効果会計に関する注記）

　　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動）

賞与引当金 40,474千円

未払社会保険料 6,068千円

未払事業税 4,277千円

事業所閉鎖損失引当金 6,447千円

その他 990千円

 　計 58,257千円

繰延税金資産(固定）

 退職給付引当金 25,205千円

資産除去債務 7,948千円

減損損失 2,701千円

繰延消費税等 3,813千円

その他 269千円

　繰延税金資産小計 39,938千円

評価性引当額 △269千円

　繰延税金資産計 39,669千円

繰延税金負債（固定）

その他有価証券評価差額金 △67千円

　計 △67千円

繰延税金資産（負債）の純額 97,860千円

－ 21 －

個別注記表



2015/05/25 13:29:17 / 14065450_株式会社ケアサービス_招集通知

（追加情報）

　（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を

改正する法律」（平成27年法律第2号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日

以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに

伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、従来の35.6％か

ら平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等については

33.1％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異等につ

いては、32.3%となります。

　 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は8,711

千円減少し、法人税等調整額が8,718千円増加しております。

（金融商品に関する注記）

 １．金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

　   主に介護事業を行うための事業計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達して

　 おります。

　　 なお、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク

　　 営業債権である売掛金は、大部分が介護保険制度に基づく債権であり、相手先が保険者

　 （市町村及び特別区）であるため、リスクは微少であります。一方、個人負担額及びエン

　 ゼルケア事業の債権については、顧客の信用リスクに晒されております。

　　 営業債務である買掛金は、ほとんど２ヶ月以内の支払期日であります。

　　 借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則とし

　 て５年以内）は主に設備投資に係る資金調達です。

 (3）金融商品に係るリスク管理体制

　① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権については、与信管理規程に従い、各事業本部が主要な取引先の信用状況を把握す

るとともに、経理財務部で債権回収の期日管理を行い、回収懸念の早期把握に努めておりま

す。

　② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

事業計画及び各部署からの報告に基づき、経理財務部が適時に資金計画を作成・更新するこ

とにより、流動性リスクを管理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

　 定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

　 め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　　平成27年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

　りであります。

　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。

貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金     592,709  　　592,709 －

(2）売掛金     1,162,064

　　　貸倒引当金（※１）     △296

1,161,767 1,161,767 －

(3) 投資有価証券 1,047 1,047 －

(4) 長期貸付金 17,993 19,014 1,020

(5) 破産更生債権等 449

　　　貸倒引当金（※１） △449

－ － －

(6）敷金及び保証金 298,468     237,374    △61,093

　資産計 　2,071,986 2,011,912 △60,073

(1）買掛金 137,396 137,396 －

(2）未払金 80,546  80,546 －

(3) 未払法人税等 27,147 27,147 －

(4) 未払消費税等 36,877 36,877 －

(5) 預り金 19,776 19,776 －

(6）長期借入金

（1年以内返済予定を含む）
694,994 693,601 △1,392

(7）リース債務

（1年以内支払予定を含む）
    157,488      156,497 △991

　負債計 1,154,224 1,151,842 △2,383

（※１）売掛金、破産更生債権等に計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　資　産

　　　(1）現金及び預金、(2）売掛金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

　　　　簿価額によっております。

　　 （3）投資有価証券

　　　　　時価の算定は、取引所の価格によっております。

　　  (4) 長期貸付金

　　　　　時価の算定は返済時期に基づき、国債の利率で割り引いた現在価値によっております。

　　  (5) 破産更生債権等

　　　　　破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、

時価は決算日における貸借対照表計上額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似し

ており、当該価額をもって時価としております。
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　　 （6）敷金及び保証金

　　　　　時価の算定は、合理的に見積りした敷金及び保証金の返還予定時期に基づき、国債の

　　　　利率で割り引いた現在価値によっております。

　　負　債

　　　(1）買掛金、（2）未払金、（3）未払法人税等、(4）未払消費税等、(5）預り金

　　　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

　　　　簿価額によっております。

　　　(6）長期借入金、(7）リース債務

　　　　　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入、割賦取引、又はリース取引を

行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

属 性 氏 名
資本金又
は出資金
( 千 円 )

事 業 の
内 容
又は職業

議決権等
の 所 有
(被所有)
割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
( 千 円 )

科 目
期末残高
( 千 円 )役員の

兼任等
事業上
の関係

役 員 福 原 敏 雄 －
当社代表
取 締 役

被所有

間接 42.0
　－ 　－

不動産賃
貸借に伴
う被債務
保 証

11,210 　 － －

(注) 1. 当社が賃借している事務所の賃借契約に対する連帯保証であり、保証料の支払い及び担

保の提供はありません。

2. 取引金額には消費税等は含まれておりません。

（１株当たり情報に関する注記）

  １. １株当たり純資産額　　　        　　　　　　　     568円58銭

  ２. １株当たり当期純利益　　       　　　　　　　       20円42銭

　（注）　「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基

準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。

　　　　　この結果、当事業年度の１株当たり純資産は12円82銭増加しております。また、１株

当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。

－ 24 －

個別注記表
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成27年５月19日

株式会社ケアサービス

取締役会　御中

　　　京都監査法人
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  高 津 靖 史 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  齋 藤 勝 彦 

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ケアサービスの平成
26年４月１日から平成27年３月31日までの第24期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査
を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経
営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及
びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般
に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に
計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計
算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査
法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評
価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい
る。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以　上

－ 25 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第24期事業年度の取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を
作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果
について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部
門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要
な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されて
いる取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第
3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視
及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確
保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理
基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必
要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借
対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につい
て検討いたしました。

２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事

実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行について
も、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人京都監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成27年５月21日

株 式 会 社 ケ ア サ ー ビ ス 　 監 査 役 会

常勤監査役 太　田　健太郎 
監 査 役 藤 好 優 臣 
監 査 役 　田　由美子 

（注）監査役藤好優臣及び監査役田由美子の両氏は、いずれも会社法第２条第16号及び第
335条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 26 －

監査役の監査報告
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

  剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

第24期の期末配当につきましては、今後の事業展開等を勘案いたしまして、

以下のとおりといたしたいと存じます。

１.配当財産の種類

 金銭といたします。

２.配当財産の割当てに関する事項及びその総額

 当社普通株式１株につき金11円50銭といたしたいと存じます。

 なお、この場合の配当総額は、22,770,000円となります。

３.剰余金の配当が効力を生じる日

 平成27年６月23日といたしたいと存じます。

－ 27 －

剰余金処分議案
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第２号議案　定款一部変更の件

１.提案の理由
(1) 当社の事業内容の多様化及び今後の事業展開に備え、現行定款第２条（目

的）につき、事業の目的事項を追加及び一部変更するものであります。
(2) 「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）が平成27年５月

１日に施行され、責任限定契約の締結対象者の範囲が変更されることになり
ました。新たに業務執行取締役等でない取締役及び社外監査役でない監査
役との間でも責任限定契約を締結することが認められたことに伴い、これら
の取締役及び監査役についても、その期待される役割を十分に発揮できるよ
う、現行定款第28条第２項（取締役の責任免除）及び第39条第２項（監査役
の責任免除）の一部を変更するものであります。なお、現行定款第28条第２
項の変更につきましては、各監査役の同意を得ております。

２.変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分を示します。）

現 行 定 款 変 更 案

（目　的）

第２条　（条文省略）

１．～８．（条文省略）

（新　　設）

９．～４２．（条文省略）

（新　　設）

４３．（条文省略）

（目　的）

第２条　（現行どおり）

１．～８．（現行どおり）

９．医療機器・高度医療機器の販売

　　及び貸与

１０．～４３．（現行どおり）

４４．介護関連機器・用品及び葬祭

　　　関連機器・用品の輸出入

４５．（現行どおり）

（取締役の責任免除）

第２８条　（条文省略）

２　当会社は、社外取締役との間

で、会社法第４２３条第１項の

賠償責任について、法令に定め

る要件に該当する場合には、賠

償責任を限定する契約を締結

することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限

度額は、金１００万円以上であ

らかじめ定めた額と法令の定

める最低責任限度額とのいず

れか高い額とする。

（取締役の責任免除）

第２８条　（現行どおり）

２　当会社は、取締役（業務執行

取締役等である者を除く。）と

の間で、会社法第４２３条第１

項の賠償責任について、法令に

定める要件に該当する場合に

は、賠償責任を限定する契約を

締結することができる。ただ

し、当該契約に基づく賠償責任

の限度額は、金１００万円以上

であらかじめ定めた額と法令

の定める最低責任限度額との

いずれか高い額とする。

－ 28 －

定款変更議案



2015/05/25 13:29:17 / 14065450_株式会社ケアサービス_招集通知

現 行 定 款 変 更 案

（監査役の責任免除）

第３９条　（条文省略）

２　当会社は、社外監査役との間

で、会社法第４２３条第１項の

賠償責任について、法令に定め

る要件に該当する場合には、賠

償責任を限定する契約を締結

することができる。ただし、当

該契約に基づく賠償責任の限

度額は、金１００万円以上であ

らかじめ定めた額と法令の定

める最低責任限度額とのいず

れか高い額とする。

（監査役の責任免除）

第３９条　（現行どおり）

２　当会社は、監査役との間で、

会社法第４２３条第１項の賠

償責任について、法令に定める

要件に該当する場合には、賠償

責任を限定する契約を締結す

ることができる。ただし、当該

契約に基づく賠償責任の限度

額は、金１００万円以上であら

かじめ定めた額と法令の定め

る最低責任限度額とのいずれ

か高い額とする。

以　上

－ 29 －

定款変更議案
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都大田区大森北一丁目６番16号
大森 東急REIホテル（旧名称：大森東急イン）
　５階　「フォレストルーム」

 03（3768）0109
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第一勧業信用組合

〈交　通〉
ＪＲ京浜東北線／大森駅（中央改札口）下車　大森駅ビル内
京浜急行線（普通）／大森海岸駅下車　徒歩約10分

地図




